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令和８年10月21日／10月27日

大津労働基準監督署

よくある労働相談・労働基準法について



０ 監督署に寄せられるよくある相談内容について
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労働者とのトラブルは、感情的な対立から発生するケースが少なくありません。

（リスク管理として）
・感情ではなく、法律に沿った対応を行う。
・労働条件や労度時間を適切に管理する。
・判断に迷う場合は早めに専門機関（労働基準監督署、弁護士、社労士など）
へ相談する。

日頃から適切な労務管理を行うことが、トラブル防止と会社を守ることに繋がり
ます。

① 定期賃金不払

② 年次有給休暇

③ 解雇予告

仕事内容が合わず、採用から１週間で退職を申し出たら、
働いた分の賃金が払われなかった……

退職する際に残っていた有給４０日の消化を申し出たが、
使わせてもらえなかった……

仕事でミスをしてしまったら、「明日から来なくていい」
と言われてしまった……



1 労働条件の明示
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◎労働者を採用するときは、左記の労働条件を明示しなければなりません
（労働基準法第15条第1項、労働基準法施行規則第5条）



１ 労働条件の明示
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〇 労働条件明示事項の追加について（その1）
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〇 労働条件明示事項の追加について（その２）
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２ 労働時間・休日について
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〇 時間外労働・休日労働に関する協定届について
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〇 残業時間の上限規制
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（現行法）

法律上は、残業時間の上限が

ありませんでした（行政指導のみ）。

１年間＝12か月

特別条項 上限なし
（年間6か月まで）↓

大臣告示による上限
（行政指導）↓

（改正法施行後）

法律で残業時間の上限を定め、これを超
える残業はできなくなります。

法律による
上限(原則)↓

法律による上限(例外、年間6か月まで)
年720時間（休日労働を含め 複数月平
均80時間以内・単月100時間未満）↓

１年間＝12か月

残業時間
（原則）
月45時間
年360時間

法定労働時
間

１日８時間
週40時間



３ 休憩時間について
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４ 労働時間の管理方法について
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５ 割増賃金について
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〇 月60時間超の残業の割増賃金率引上げ
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１か月の時間外労働

１日８時間・
１週40時間

を超える労働時間

60時間
以下

60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

１か月の時間外労働

１日８時間・
１週40時間

を超える労働時間

60時間
以下

60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

月60時間超の残業にかかる割増賃金率

大企業は 50％、中小企業は 25％

月60時間超の残業にかかる割増賃

金率大企業、中小企業ともに50％
※中小企業の猶予措置を廃止
＜2023年４月１日施行＞

（現行法） （改正法施行後）



○ 令和８年10月３日から最低賃金の改定について
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７ 年次有給休暇について
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〇 年５日間の年次有給休暇の取得
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※管理簿の様式は任意ですが、年次有給休暇を与えた時季・日数・基準日が労

働者ごとに明らかになっている必要があります。
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ご清聴ありがとうございました。
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